平成29年度第1回高岡地域医療推進対策協議会及び高岡地域医療構想調整会議
平成29年6月1日（木）14:00～15:35
高岡問屋センターエクール2階201会議室

議事要旨
１　開会
２　あいさつ（事務局）
３　議題
（1） 富山県医療計画の見直しについて

（2） 地域医療構想の推進について　　

４　報告
　　新公立病院改革プランについて
５　あいさつ（高岡厚生センター所長）
＜意見交換＞

（１）富山県医療計画の見直しについて

（委　員）がん検診の受診率について。（市の調査では）職域健診等が反映されたものが出てこないという問題があって、県がいろいろ施策を考えているという話は聞いているが、健診受診率をどのような形で出していけるのか、職域健診等も含めて出していかれるのか。
（事務局）資料のがん検診の受診率は、国民生活基礎調査の数字。職域等、それから住民健診でのがん検診等（の受診率）をどのように考えていくか、算定していくかということについては、国でいろいろ議論をされているが、今こちらのほうで何か明確な情報を得てはいない。
（委　員）検診の受診率を正確に把握したいということで職域や個人的な受診に関しても把握した上で正確な受診率を出していく取り組みを行う予定であるという話を聞いているが、それは反映されないのか。
（事務局）今回提示しているのは、国民生活基礎調査の数字。全国比較ができるということで、国のほうから提示されたもの。今後新しい指標と数字が国から提示されてくる予定だが、どのような調査を基に提示されるのか今のところ情報を持ち合わせていないので、判れば次にデータを提示するときに出典と数字を示せると思う。
（委　員）国民生活基礎調査とはどのような調査か。
（事務局）がん検診の受診率の数字は、市町村のがん検診の受診率と、国民生活基礎調査と２つある。市町村の検診の実施率はそれ（市町村検診）しかわからないが、そのかわり受診者や受診結果といった細かい数字がはっきりする。要精検の人の受診率や、医療機関の受診率等細かい数字が出るが、職域の受診率が反映されない。国民生活基礎調査は調査対象者に検診を受けたことがありますか、という形で調査しており、職域も含めて把握できているはずだが、精度は少し低くなり、サンプル数も少ない。二つの調査をうまく組み合わせて報告していけば、（がん検診の受診率が）一応現状が見える形になるとは思っている。
（委　員）５疾病の中にがんも糖尿病も入っている。糖尿病罹患者の死亡率は、心血管系よりもがんで亡くなられる方の割合のほう多く、38パーセントになって今１位だと聞いている。なので、今後糖尿病とがん、それぞれの対策を、なんらかの形すりあわせていく必要もあると感じている。

　　　　　　　　がんについて、北陸三県、薬剤師向けのがんプロフェッショナル養成事業というものが一切ない。それが非常に寂しいと感じている。それとハードルは高いが、各病院にがん専門薬剤師がおられると思うが、町の薬剤師との薬薬連携を進めながら、薬局薬剤師の質の向上をできないかと感じている。

あとは病院の先生方にもお願いしたいが、薬局薬剤師を育てるツールとして、処方箋にレジメンや検査値を掲載している事例が他県ではある。薬局薬剤師を育てるために処方箋にレジメンや検査値の掲載が可能か、もしくはそれに準ずるもの、例えばお薬手帳に貼り付けて患者さんへの交付ができるのかなど検討いただければ思う。

　　　　　　　　がん対策のほうで薬剤師もしっかりやっていかなければという気持ちを持っているが、今の富山県がん条例、特に薬剤師に関することが書かれていない。なおかついつもの話だが、薬剤師の記載順が医師、看護師の後の三番目になっている。その辺はそのままで良いのか、条例の文言が逆に邪魔になっているのではと感じているし、そのままでいくのかを行政のほうに投げ掛けたい。がん専門薬剤師の育成も含めて、何らかの形で条例のほうの変更をお願いしたい。
　（事務局）がん治療は、多職種連携して実施をしていくものということはどなたも異論がないと思う。その中で何を強調するかというのはプレゼンスに尽きると思う。そういった意味で、役割が県民の中で理解が高まってくれば自然に条例も変わっていくものだと思うので、薬剤師会の取り組みやご尽力を伺いながら考えて行きたいので、ご意見いただければと思う。
（委　員）資料の中に在宅療養支援病院数、在宅療養支援診療所の届出数や、在宅看取りを実施している診療所・病院数も書いてあり、実態と乖離しているところもあるが、県としてはこの数字についてどう思っているのか聞かせてほしい。届出をしていないが、在宅医療も実施しているという意見もある。
（事務局）今回示した数字は、国が指針で示した指標について、わかる範囲で数字を記載したもの。全国の数字はわからず、全国と比較してどうかはわからない状況。今後国のほうが全国データを示すと聞いているので、その後数字を見ながら施策について考えていければと思う。
（事務局）補足するが、高岡管内ではかかりつけ医との連携による在宅医療・地域包括ケアの推進という観点から、在宅療養支援診療所の届出の有無に関わらずご支援をいただくという力強いご意見を前回の医療計画の改定の時からも頂いている。ここに書いてある指標は全国でこういう指標があるということで記載しているが、私どもとしては届出の有無に関わらず、かかりつけ医の先生方のお力添えを頂きながらこの取り組みを推進したいと思っている。

　　　　　　　在宅療養支援病院、後方支援病院というのは今の医療計画を策定した後に新しく診療報酬を国で示されたもの。これまでも看取りは在宅かかりつけ医の先生に看取りまでお願いをするか、あるいは最後の看取りの部分は地域の病院のほうに移ってもらって看取っていくかという形であったが、医療機関の役割分担の中で、主に回復期あるいは慢性期の医療を担う病院から在宅医療ケアの看取りの支援という新たな取り組みについても是非連携をという意見を今頂いており、現在の看取りがどの程度進んでいるのか、あるいは今後その在宅の関係者や地域の在宅看取りを支援してもらえる施設との連携をどう進めていけるのかということについては、今回の医療計画改定以後の取り組みとして是非取り組んでいきたい課題と考えており、皆様方と検討を進めさせて頂きたいと思っている。
（２）地域医療構想の推進について　及び　新公立病院改革プランについて

（委　員）病床機能報告制度について、報告方法だが、当病院では高度医療を行っている病床だけを高度急性期病床として出す形にしているが、現在数字で出てくる結果は、あまり根拠のない数字だ。これを、少しでも根拠のあるものにするために、ＤＰＣのデータで3000点以上の病棟を高度急性期病床数として答えるべきか、あるいはＩＣＵとか集中治療室のところの分だけを報告すべきか。平成２６年度から平成２７年度で医療圏内の高度急性期病床が５１床から３００床になっている。単に報告すること、となると多く報告しておいたほうが良いのかなど非常に迷う。もっときちんとした科学的なデータにするためには基準が必要、こういうやり方はずっと続くのか。
（事務局）地域医療構想の機能区分はまさに医療資源投入量を点数に置き換えて出したもの。一方で病床機能報告は指摘のとおり、高度急性期だと思ったら高度急性期、という形。国のほうも見直しをしているが、少なくとも地域医療構想の方法でそのままやるということについては反対の声が多いので、ＩＣＵとかとりあえず高度急性期だよね、というところまでようやく話を持っていったところで、地域医療構想の際に議論いただいた数字はそういう意味では病床機能報告の数字と今の状況だと全然一致をしてないものであり、時間かけて両方比較できる形に見直しされると期待をしており、今は各先生方は自然体で、私が今高度急性期と思ったら高度急性期で回答してもらって良いと思う。
（委　員）多くの方が目を通すものになるので、数字になるとすごく正確なイメージを与えてしまうことを危惧している。

（委　員）医療圏で回復期の病床が少ないが、県として回復期病床を増やすための方策があれば教えてほしい。
（事務局）各自治体立病院のほうで回復期の地域包括ケア病棟や回復期リハビリテーション病棟に転換されているが、更にそれを進める上で、県としては地域医療介護総合確保基金の事業の中で、回復期機能に転換した場合について基金を活用して一病床あたり補助単価を設定して支援している。緩和ケア病棟に転換している他の医療機関もあり、そういった回復期機能を担う病床の転換、施設整備、医療機器等回復期機能に必要なものについて、基金を活用して支援している。
（委　員）それ以外に、金銭面以外のソフト的な支援はしていないのか。

（事務局）そういうソフト面への金銭的支援は今のところ無いが、地域医療構想を策定する上で昨年度も各急性期病床を有する公的病院に直接出向いて、支援制度を県から説明して地域医療構想について説明し、各病院長、病院の職員の方と直接意見交換した。その内容については、地域医療構想に盛り込んだが、今年度も地域医療構想を更に推進するため、公的病院を訪問し、県の支援制度や、診療報酬などについての意見交換を今後も続けて行きたいと考えている。
（委　員）地域包括ケア病棟も色々あり、すごく良い地域包括ケア病棟と、なんというか後ろ向きの地域包括ケア病棟もあるのではないかと、地域包括ケア病床もものすごく増えるので、今後、淘汰される可能性はあるが、言いたいのは、院長のときはベッドを減らしたくないという考えではなく、開業医や中小病院に納得できるような地域包括ケア病床をつくってほしい。
（委　員）在宅医療について、少しずつ在宅医療を受ける患者さんも増えているし、参加する診療所も増えているが、爆発的に増えるという形にはならなくて、将来の需要に見合うのか心配もしている。前回の会議のときに、高岡医療圏で、病院で在宅医療をしている所の数字が出たが、実際に光が丘病院や、JCHO高岡ふしき病院、真生会も在宅医療に関わって頂いており、病院の力を少し借りるのが必要ではないかなと思っている。なかなか急性期を扱う公的病院というのは難しいとは思うが、射水市民病院や金沢医科大学氷見市民病院は、地域の中心の病院でもあるので、そういう病院が将来在宅医療に少し関わることも必要ではないか。
（委　員）在宅医療はとても重要だと思う。病院として今は看護師さんたちが訪問看護で行っている程度。氷見市医師会が訪問看護ステーションを開設しているので、そこと連携してうまくやっていけないかと思っている。在宅医療の重要性は十分感じており充実させなければいけない分野と考えている。
（委　員）在宅医療は将来的には絶対必要だと思っている。ただ、自治体の病院、地域の病院として、急性期を見つつ、回復期もやると。それはやはりどうしても今必要な形と思っており、地域医療構想等によって病院の機能分化を推進しながら、形態を変えつつ、急にはなかなかできないが、訪問診療に関しては少しずつやっている。もう少し訪問診療に携わる医療従事者を充実した上で力を入れて行きたいと考えている。
（委　員）大変心強いお言葉、ありがとうございます。
（委　員）医療計画の基準病床数の算定にあたって、地域医療構想の必要病床数との関係を、説明頂きたい。
（事務局）基準病床数は病床の地域的な偏在を是正して、全国で一定水準以上の医療を確保するために、圏域毎に基準病床数、病床の種類毎にそれぞれの基準病床数を算定式に従って算定する。一般病床は、性年齢別階級別の人口、一般病床の現在の退院率、平均在院日数、病床利用率、それらを活用して算定するが、全国ブロックごとの平均値等を使って全国の圏域ごとの水準を、地域遍在をなくして全国的に一定水準の医療を確保するということを目的として、医療計画の中で基準病床数が位置づけられる。


　一方、地域医療構想の必要病床数の算定の狙いは、人口減少や高齢者の増加で、病床の機能分化連携が今後益々必要になってくるため、一般病床と療養病床を合わせて、高度急性期、急性期、回復期、慢性期に分けて2025年の必要病床数を、現在の入院受療率から将来の推計人口の性年齢階級別に計算したもので推計しているもの。

　　　　　　　　つまり、医療計画に掲載する基準病床については現在各病床でどれぐらいが全国的に一定水準になるのかを示し、地域医療構想の必要病床数については、将来の医療機能に見合った必要病床がどれぐらいになるのかを算定したものである。

5

